


























































表した(次の URL からダウンロードできる https://doi.org/10.15108/dp180)。  
                                              
1 村上 昭義, 伊神 正貫 (2019). 科学研究のベンチマーキング 2019, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-284. 
https://doi.org/10.15108/rm284 
2 論文の被引用数（2018年末の値）が各年各分野（22分野）の上位 10％に入る論文数がTop10％論文数である。Top10％補正論文数と
は、Top10％論文数の抽出後、実数で論文数の 1/10 となるように補正を加えた論文数を指す。 
3 青木 周平, 木村 めぐみ (2016). 日本の国立大学の論文生産性分析, 財務省財務総合政策研究所 フィナンシャル・レビュー, 128, 
55-66. 
4 豊田 長康 (2019). 科学立国の危機 失速する日本の研究力, 東洋経済新報社, 536p 
5 村上 昭義 (2018), 論文を生み出すような研究活動の活発度とその変動要因： NISTEP定点調査 2017の深掘調査からの示唆, 科学

















概要図表 1  最小二乗法による重回帰分析の結果と重回帰式(理工農分野) 
 
注: [ ]中の数字は、頑健標準誤差を示している。*(5％有意水準), **(1％有意水準), ***(0.1％有意水準)を示している。F値は回帰係数
がゼロであるという帰無仮説を検定している。説明変数の単位は、研究者数は人、研究開発費は億円である。 
 
                                              
7 本調査研究では、研究開発費は名目値によって議論を行う。日本の研究費デフレータ(大学等、自然科学)を用いた実質値で重回帰
分析を行い、本調査研究の結論には影響を与えないことを確認している。 
8 被説明変数、説明変数とも 3 年移動平均を求めたうえで、階差を取った。 
9 例えば日本の A大学と米国の B大学の国際共著の場合、整数カウントでは日本 1、米国 1とカウントするが、分数カウントでは日本 1/2、
米国 1/2 とカウントする。 




全大学 国立大学 全大学 国立大学
分数カウント 分数カウント 整数カウント 整数カウント
OLS OLS OLS OLS
FTE教員数(Lag = 2年)[階差] 0.705** 0.918*** 1.224*** 1.661***
[0.198] [0.223] [0.244] [0.274]
FTE博士課程在籍者数(Lag = 2年)[階差] 0.220* 0.182* 0.294* 0.227*
[0.091] [0.070] [0.118] [0.091]
FTE医局員・その他の研究員数(Lag = 2年)[階差] -0.440 -0.423 0.766 0.587
[0.441] [0.307] [0.522] [0.351]
原材料費(Lag = 2年)[階差] 4.654*** 5.281*** 7.797*** 8.591***
[1.175] [1.032] [1.466] [1.289]
その他の経費(Lag = 2年)[階差] 3.012* 2.613* 4.254** 5.270***
[1.416] [1.264] [1.536] [1.227]
有形固定資産購入費(Lag = 2年)[ 階差] -0.561 -0.745* -1.621* -1.881**
[0.498] [0.36] [0.671] [0.560]
年ダミー Yes Yes Yes Yes
決定係数 0.936 0.930 0.953 0.950
自由度調整済み決定係数 0.920 0.912 0.941 0.937
F値 165.969*** 178.375*** 134.624*** 150.29***
ダービン・ワトソン統計量 1.172 1.297 1.432 1.534
N 34 34 34 34
論文数[階差]
重回帰式     Δ 被説明変数 = β1ΔFTE 教員数t−2 + β2ΔFTE 博士課程在籍者数t−2 
+ β3ΔFTE 医局員・その他の研究員数t−2 
+ β4Δ原材料費t−2 + β5Δその他の経費t−2 























② 1980 年代後半～1990 年代: 博士課程在籍者数や教員数の増加に伴う論文数の増加 
1989 年度～2000 年度にかけての全大学の論文数の平均増加率は、分数カウントでは約 5%、整数カウント
では約 6%であった。この間の論文数の増加の主な要因は、FTE 教員数、FTE 博士課程在籍者数、その他の
経費、原材料費の増加である。FTE 博士課程在籍者数の論文数増加への寄与は、1989 年には分数カウント
では約 120件、整数カウントでは約 170件であったが、1994～1996年にかけては分数カウントでは約 450件、





                                              
11 研究に必要な試作品費、消耗器材費、実験用小動物の購入費、餌代等の費用。 
12 研究のために要した図書費、光熱水道費、消耗品費等、固定資産とならない少額の装置・備品等の購入費等。 
13 学部を学際的な組織に全面改組したうえで、研究科を積み上げた大学院の設置(改組積み上げ型大学院)など。荒井 克弘 (1989). 
科学技術の新段階と大学院教育, 教育社会学研究, 45, pp. 35-50. https://doi.org/10.11151/eds1951.45.35 (2020 年 3月 1 日閲覧) 








概要図表 2  分数カウントの論文数変化についての全大学と国立大学の推計結果(理工農分野) 
 
 
注 1: 単年データで見ると 1995年と 1996年の間では、他の期間と比べて論文数等の極端な増加が見られた。その影響を制御するため、
1995～1997 年には年ダミーを含めた。 
注 2: 予測値と一緒に示している帯部分は 95%信頼区間を示す。 
注 3: 論文数と研究者数及び研究開発費は 2 年のタイムラグを設定して分析している。例えば、2010 年度の値は、論文数は 2009～2010
年の変化、研究者数及び研究開発費は 2007～2008 年度の変化を用いた。 
                                                                                                                                             
（2000 年）時点で平成 3 年時点の規模の 2倍程度に拡大することが必要と提言されるとともに、同時に、教育研究の質的な改善・充実と
教育研究指導の体制整備の必要性も提言された。この提言を受けて、その後の約10年間（平成３～12年（1991～2000年））にわたり研究
力の高い大学を中心に大学院の量的整備が進められ、大学院を設置する大学数は約 1.5 倍、研究科の数は約 1.4 倍、大学院生の数は
約 2.1 倍へと拡大され、一部の大学においては従来の助手のポストから研究主宰者である教授等のポストへの移替えも進められた。」とさ
れている。 






























































































































































































概要図表 3  分数カウントの論文数変化についての全大学と国立大学の推計結果(理工農分野) 
 
 
注 1: 単年データで見ると 1995年と 1996年の間では、他の期間と比べて論文数等の極端な増加が見られた。その影響を制御するため、
1995～1997 年には年ダミーを含めた。 
注 2: 予測値と一緒に示している帯部分は 95%信頼区間を示す。 
注 3: 論文数と研究者数及び研究開発費は 2 年のタイムラグを設定して分析している。例えば、2010 年度の値は、論文数は 2009～2010

































































































































































































③ 1990 年代後半～2000 年代半ば: 教員数や博士課程在籍者数の増加の縮小に伴う論文数増加の縮小 










「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(FTE 調査)」の 2002 年度調査と 2008 年度調査の比
較から16、教員の研究時間割合の減少は教育時間及び社会サービス時間の増加によるとの結果が得られてい
る。この期間の大きな変化として、大学の第三の役割として社会貢献が位置づけられた点がある17。中央教育











2008 年度にかけて、約 4,000 人増加していることが示されており、その結果とも整合的である24。ここで用いた
                                              
16 神田 由美子, 桑原 輝隆 (2011), 減少する大学教員の研究時間－「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」による
2002 年と 2008 年の比較－, 科学技術・学術政策研究所 Discussion Paper No. 80. 




20 神田 由美子, 富澤 宏之 (2015), 大学等教員の職務活動の変化－「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」による
2002 年、2008 年、2013 年調査の 3時点比較－, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-236. 
21 キャップ制、履修ガイダンス、授業方法の工夫、GPA、シラバス、施設設備、15 週確保など 13領域にわたる評価の要素が抽出されて
いる。 




24 齋藤 経史, 三須 敏幸, 茶山 秀一 (2010). ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査－2007年度・






















概要図表 4 は、被説明変数として理工農分野の全大学の論文数及び Top10%補正論文数(整数カウント)、
説明変数として研究者数を用いた重回帰分析の結果である。自由度補正済決定係数の値は 0.9 を超えてい
ないが、回帰係数はいずれも統計的に有意となっている。それぞれの回帰係数は、論文数においてはFTE教
員数が 1.433、FTE 博士在籍者数が 0.684、FTE 医局員・その他研究員が 1.544 であるのに対して、Top10%
補正論文数では FTE教員数が 0.072、FTE博士在籍者数が 0.051、FTE医局員・その他研究員が 0.114 とな








                                              
25 有形固定資産購入費を大きく増加させる必要があるほどに、有形固定資産に被害を受けたと仮定すると、論文数の減少は有形固定
資産を購入した影響というよりは、有形固定資産の被害によるものであると考えられる。 
26 伊神 正貫 (2017). 日本の科学研究力の停滞の背景をよむ: 科学技術・学術政策研究所の調査研究より, 岩波書店 科学, 87, 
744-755. 
27 2004年度から 2008年度にかけて、外部資金によって雇用されているポストドクター等の割合が増加していることが示されている。齋藤 
 
8 
概要図表 4  理工農分野の全大学を対象とした整数カウント論文数についての重回帰分析 
 






















                                                                                                                                             
経史, 三須 敏幸, 茶山 秀一 (2010). ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査－2007年度・2008年度
実績－, 科学技術政策研究所 調査資料-182. 
28 伊神 正貫, 長岡 貞男, John P. Walsh (2013): 科学研究への若手研究者の参加と貢献 ―日米の科学者を対象とした大規模調査を
用いた実証研究―, 科学技術・学術政策研究所 Discussion Paper No. 103. 




FTE教員数(Lag = 2年)[階差] 1.433*** 0.072*
[0.296] [0.031]
FTE博士課程在籍者数(Lag = 2年)[階差] 0.684*** 0.051***
[0.156] [0.013]









重回帰式     Δ 被説明変数 = β1ΔFTE 教員数t−2 + β2ΔFTE 博士課程在籍者数t−2 





























                                              
30 施策との関連性の議論については、著者らの知見の範囲内で行ったので完全ではない。本調査研究で示したデータをもとに、議論
が行われることで、データへの理解は一層深まると考えられる。 
31 文部科学省 (2019), 研究力向上改革 2019, https://www.mext.go.jp/a_menu/other/1416069.htm (2020 年 3 月 1日閲覧) 
32 内閣府総合科学技術・イノベーション会議 (2020), 総合科学技術・イノベーション会議（第 48回） 資料 1 研究力強化・若手研究者支
援総合パッケージ（案）, https://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui048/haihu-048.html (2020年 3 月 1日閲覧) 
33 科学技術・学術政策研究所(2016), 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査 2015）, 科学技術・学術政策研究所 
NISTEP REPORT No. 166.  
